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１ はじめに 

 

 1999 年 10 月に，21 歳の女子大生が 27 歳の元交際相手の男らにストーキ

ング1の被害にあった上に殺害された桶川ストーカー事件が契機となって，

2000 年 5 月にストーカー行為等の規制等に関する法律（ストーカー規制法）

が成立し，同年 11 月に施行された。ストーカー規制法では，つきまとい等

やストーカー行為が法的に定義されるとともに，ストーカー行為者に対する

警告・禁止命令や被害者への援助等が定められた。 

その後，警察で取り扱われるストーカー事案は 2010 年まで年間１万５千

件弱で推移していたが，2011 年の西海ストーカー事件，2012 年の逗子スト

ーカー事件がきっかけとなって警察への相談が急増し，2014 年には 22823

件に達した2。 
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現在の日本社会においてストーキングは，ドメスティックバイオレンス（以

降ＤＶと表記）や交際相手からの暴力（Dating Violence，以降デート暴力と

表記）と並んで社会問題として認識されるようになった。ところが，ＤＶや

デート暴力については，警察，行政，教育等にかかわる多くの機関が，事件

対応と予防の双方に関与しているのに対して，目下のストーカー事案に対す

る公的機関の対応は，警察での事件対応の比重が大きくなっている。 

警察庁では 2012 年 3 月に，警察庁生活安全局長・刑事局長通達「恋愛感

情等のもつれに起因する暴力的事案への迅速かつ的確な対応について」を発

出し，警察署長の指揮，被害者等の保護措置の徹底等を定めた。また，2013

年 11 月にストーカー規制法が改正され，電子メールの連続送信が規制対象

になるとともに，警告等を行える警察本部が，被害者の住所地を管轄する警

察本部のみから，行為者の住所地や行為場所を管轄する警察本部に拡大した。 

このように，恋愛感情のもつれに起因する人命損失の発生がきっかけとな

って，法律や法執行体制は整備されている。しかし，ストーキングは，恋愛

感情という対人関係に起因する問題行動である以上，法制面からの理解だけ

ではなく，行動面からの理解が必要になってくると思われる。加えて，スト

ーカー規制法に定められたストーカー行為は親告罪であり，行為者に対する

指導警告等，ストーカー行為に対する警察措置も基本的に被害者の希望にそ

って行われる以上，ストーカー事案を被害者・加害者の心理面や，かれらの

行動に影響する社会面から理解する意義は大きいと思われる。 

このため，本稿ではまず警察統計や被害調査からストーカー事案の現状に

ついて概観して問題を整理する。次に筆者らによる相談記録の分析結果に基

づきストーカー事案の実態を述べる。最後に，犯罪予防の一次～三次予防の

観点からストーカー事案の対処について考察する。 

 

２ ストーカー事案の現状 

 

１ 被害の広がり 

 これまで欧米では，人口からの無作為抽出による被害調査により，ストー
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キングの生涯被害率は約１０～１５％と推定されていたが，日本ではこれま

でストーキングの被害調査は行われていなかった。これに対して，内閣府に

よる「男女間暴力に関する調査」（平成２６年度調査）で初めてストーキング

被害の項目が導入され，回答者の 7.3%（男性 4.0%，女性 10.5%）が，特定

の異性からの執拗なつきまとい等の経験3を申告した4。この被害率は，配偶

者からの暴力（DV）経験（全回答者の 20.3%,男性 16.6%，女性 23.7%）や，

交際相手からの暴力（デート暴力）経験（男性 10.6%,女性 19.1%）よりは低

いものの，ストーキング被害が日本の人口の中で広がりを見せていることが

伺える。 

図に，同調査における性・年齢層別のストーキング，DV，デート暴力の

被害率を示す。ストーキングでは 30 歳代女性の被害率（19.6%）が最も高く

なっており，DV よりも低い年齢層が好発となっている。 

 

図 1：内閣府「男女間暴力に関する調査」（平成２６年度調査） 

における性・年齢層被害率 

 

 

２ 被害の深まりと行為の多様性 

日本のストーカー規制法では，特定の者に対する恋愛感情その他の好意感

情又はそれが満たされなかったことに対する怨恨の感情を充足する目的で，

その特定の者又はその家族などに対して行われる，図 2 に示す８つの行為を

「つきまとい等」と定めている。そして，同一の者につきまとい等を反復実

施することを「ストーカー行為」と定義し，法的規制の対象としている。た



74 
 

だし，８つの行為でも多寡があり，2014 年に警察が認知したストーカー事案

で多数を占めたのは，被害者につきまとう，待ち伏せする，住居や学校等に

押し掛ける「つきまとい・待ち伏せ等（１号，11379 件）」，面会や交際，復

縁など被害者にとって義務がないことを要求する「面会や交際などの要求（３

号，10987 件）」，「無言電話や連続電話，連続メール送信（５号，7767 件）」

の３つであった。2013（平成 25）年のストーカー規制法改正で連続メール

送信が法の規制対象に加わったこともあり，過去５年間の推移をみると，無

言電話や連続電話，連続メール送信（５号）の伸びが顕著になっている。 

 

図 2：警察が認知したストーカー事案における行為形態別発生状況 
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2014 年に警察が認知したストーカー事案 22823 件のうち，検挙に至った

事案は 2473 件であり，そのうち殺人（未遂を含む）は 14 件，傷害は 213

件であった。このことからはストーカー事案の中でも，生命・身体に直接的

な危害が及ぶ重篤事案の発生は極めて少ないことが伺える。このような，事

案の重篤性と件数との反比例関係は「ハインリッヒの法則」として知られて

おり，ストーカー事案だけではなく，安全にまつわる現象に広くあてはまる。

ハインリッヒの法則では，１件の死亡事故の背景には，２９件の負傷事故と

３００件の負傷に至らないような事象（インシデント）が発生すると考える。 

 検挙における罪種の分布をストーカー事案とＤＶ事案とで比較すると，Ｄ

Ｖ事案ではその８割以上が暴行・傷害であるのに対し，ストーカー事案では，

より幅広い罪名が適用されている（図 3）。ストーカー事案の検挙における

ストーカー規制法の適用は全体の 25％にとどまっている。このように，実

際のストーカー事案の中では，ストーカー規制法に定められた「つきまとい

等」以上の多種多様な現象が起きているのである。 

 

図 3：ストーカー・DV 事案における検挙の罪種別内訳 

 

 

３ 両者の関係性 

 2014 年中に警察が認知したストーカー事案での被害者と行為者の関係は，
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配偶者・元配偶者（1959 件，構成割合 8.6%），交際相手・元交際相手（11641

件，51.0%），知人友人（2593 件，11.4%），勤務先同僚・職場関係（2367

件，10.4%），面識なし（1322 件,5.8%），行為者不明（1262 件,5.5%）の順

になっている。 

これらからは，日本で警察が取り扱うストーカー事案は，６割の親密な関

係の破綻に起因する「別れ話」型と，３割弱の親密な関係に至る前の「片思

い」型に二分できるといえよう。前者は，ＤＶやデート暴力同様に，親密な

関係者間で起きている現象といえる。 

なお，面識なしと行為者不明は足して全体の１割ほどである。当初の一般

市民のストーカーのイメージにあった「誰か分からない人に監視されている」

は当てはまらないことには留意が必要である。 

なお，ストーカー規制法では行為の動機として，好意の感情と，好意が満

たされない怨恨の感情とを区別し，統計上ではその比率は３：１となってい

る。しかし対人関係では好意と怨恨の感情が入れ替わって表出する，あるい

は同時に表出することは珍しくないため，動機を好意と怨恨に分けて議論す

るのは相当に困難だといえよう。 

 

４ ストーキングに対する警察措置 

 現在の日本でのストーカー事案に対する警察の初期対応は相談となってい

る。全ての事案で犯人検挙などの直接的な刑事措置がすぐに取られるわけで

はなく，事案の危険性や切迫性に応じて検挙を含むさまざまな措置が取られ

ている。 

表 1 は 2014 年のストーカー事案に対する警察措置（検挙状況，ストーカ

ー規制法の適用，警察本部長等の援助，その他の対応）を，対象者別に再分

類したものである。 

被害者に対しては，事案全体の９割近くで防犯指導，３割弱でパトロール

が行われている。また，約４割ではストーカー規制法に定められた警察本部

長等の援助が行われている。警察本部長等の援助の内訳は，「被害防止措置の

教示（2034 件）」，「被害防止に資する物品の教示又は貸出（769 件）」，「被害

防止交渉に関する助言（366 件）」，「被害防止交渉に必要な事項の連絡（359
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件）」であった。相談者の電話番号を事前に 110 番システムに登録しておき

有事の通報の際にすぐにストーカー事案だと分かる 110 番緊急通報登録や，

居場所が分かる機器や防犯ブザーの貸し出しなども行われている。また，

2013 年 5 月からは，警察が取りうる措置の選択肢を， 図 4 に示すような書

面を用いて相談者に説明して，相談者の意思決定を支援する手続が開始され

たほか，被害者がホテル等に避難する際の宿泊代の補助といった試みも行わ

れている。 

 

表 1：2014 年のストーカー事案に対する警察措置 

 

 

行為者に対しては，事案全体の４割強で「指導警告」が，約 15%弱でスト

ーカー規制法に基づく警告が実施されている。この「指導警告」は，行為者

を警察署に呼び出す等して，警察官が行為者に対して，行為者が行っている

ストーキングが法令（ストーカー規制法や刑法）に触れる可能性があること，

行為者をストーキングを相談者が嫌がっていること等を伝えて，行為者の自
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制を求めるものである。 

 

図 4：被害者の意思決定支援手続に利用されるパンフレットの例 

 

 

この「指導警告」は，ストーカー規制法上に定められた警告とは異なるが，

現在の警察におけるストーカー事案の対応の中核を占めている。その背景に

は，①行為者と被害者との別れ話や交際申し込みの謝絶といった対人コミュ

ニケーション場面での行き違いが警察相談に至る軽微なケースが多く，結果

的に指導警告でその多くは収束すること，②被害者の多くは，相手のストー

キングが収束し平穏に暮らせることを第一に希望し，相手に対する処罰感情

は必ずしも顕著でないこと，③ストーカー規制法に基づく警告を行うには一

定の時間がかかること，が挙げられよう。 

なお，行為者に対する指導警告，ストーカー規制法に基づく警告・禁止命

令，検挙を足しても全体の７割に満たない。実際は単一事案に対して複数の

措置が実施されることが多いため，このことは行為者に対する上記の措置が

行われないままに終結する事案が少なくとも３割以上は存在することを意味

する。これは，比較的軽微な事案における，被害者の「まずは様子を見たい」

「有事に備えて警察にまずは知っておいてほしい」という心理の表れと解釈

できる5。 
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３ 警察でのストーカー事案の対応の困難性 

 

警察でのストーカー事案の対応は，他の犯罪の刑事手続とは異質な面が多

く，さまざまな困難性を内包している。それは以下のように整理できよう。 

 

１ 実態把握 

 先述の通り，警察でのストーカー事案の初期対応は相談である。相談担当

者は，来訪した相談者6から，本人（または被害者）と行為者との出会いから

トラブル発生に至った経緯や被害内容を聴取する必要がある。そして，被害

がストーカー規制法に抵触するかどうかの判断に留まらず，事案の危険性や

被害者の希望する措置を判断する必要がある。ストーカー事案は親密な関係

の破綻から至る場合が多く，当事者の言い分が食い違うことも珍しくない。

四方・島田（2014）は，全国のストーカー事案担当者の多くが，事案の対応

の中で被害者と行為者とで言い分が食い違ったことを見出している7。 

 

２ 事案の危険性評価 

警察が対応したストーカー事案の多くでは，警察官から行為者に対する指

導警告の結果，行為者はストーキングや迷惑行為を休止する。また，相談者

が元交際相手からのトラブルが不安になって警察に相談にきたもののそれ以

上の措置は希望せず，そのまま事案が落ち着く場合も多々ある。 

しかし，ストーカー事案の中には殺人や傷害といった被害者の人命に関わ

る危険性の高い事案も少数だが存在する。また，直接的な人命損失には繋が

らないものの，行為者の臨床的な問題から迷惑度が特に高いストーキングが

行われ，被害者の生活の質を著しく損ねる事案もある。 

このようにストーカー事案の対応は，多数の相談事案の中から少数の深刻

な事案を検出する困難な過程ともいえる。また，初回相談時には深刻でなく

ても，その後傷害や殺人など重大事件にエスカレートする場合も時には存在

する。さらに，ＤＶやデート暴力からストーキングに転じた場合などでは，

被害者は加害者からの報復を恐れて，被害を過少申告したり，被害を申告し
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ないこともありうる。これらのことからは，事案の危険性の評価はストーカ

ー事案への対応の中でもとりわけ困難性が高いといえよう。 

 

３ 措置内容の選択と相談者の意思決定 

先述したとおり，ストーカー事案に対する警察措置は相談者，行為者の双

方に対して実施され，その内容も多岐に渡る。相談担当者はその多岐にわた

る措置の中から，事案の特徴や相談者の意向に応じて，措置を選択して実行

する必要がある。 

ただしストーカー事案に対する措置は，担当者が任意には選択できず，相

談者の意向を踏まえて行われる。相談者は，行為者の検挙を望むとは限らず，

ストーキングが休止すればそれでよい，相手と円満に離別できればそれでよ

い，という意向の場合も少なくない。このため，担当者は時に，相談者の安

全のために，強硬に相談者を説得して事件化を図る必要がある。 

 

４ 事案の終結タイミング 

 最後に，相談の終結タイミングの問題がある。ストーキングの場合，行為

者を検挙したとしてもその多くは罰金刑にとどまり，一定期間の後には釈放

される。その後，被害者の再被害や報復を防ぐための経過観察が必要となる。

そして，この経過観察をどのタイミングで打ち切るかも大きな課題である。 

 

４ 相談記録の分析 

 

 海外でのストーキングに関する研究は，①ストーキング加害者を臨床心理

学・精神医学の見地からいくつかの類型に分類する研究，②事件記録の分析

や被害調査を通じてストーキングの被害・加害のリスクファクタを特定する

研究，③相談機関への来訪や周辺の第三者へのソーシャルサポートの要請な

ど被害者の適応的な対処を促進するための研究といった下位分野に分かれる。

しかし，その多くは事案単位や加害者単位の分析に留まり，ストーキング特

有の行為のエスカレーションや，警察による逮捕拘禁といった介入効果とい
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った時間的要因は十分に研究されていない。また，日本におけるストーキン

グの実証研究は，警察が取り扱った重篤事案の 30 例程度の事例研究8や，学

生に対して非面識者からのつきまとい経験を中心に尋ねた被害調査9がある

が，いずれもストーカー規制法施行前後の調査であり，現在のストーキング

の実態を示しているとは言いがたい。 

 このため，現在，筆者らはストーカー事案の実態，とりわけストーカー事

案の時間的な推移を把握することを目的に，警察における相談記録の系統的

な収集と分析を行っている。本節では，その予備的な分析結果を述べるが，

詳しくはそれぞれで示す論文を参照されたい。 

 分析対象は，ある１県の警察が 2012 年８～１０月に新規に受理した，ス

トーカー事案に関係する相談全数 248 件であり，行為者の平均年齢は 38.4

歳，被害者の平均年齢は 33.2 歳であった。行為者の約８割は男性，２割は女

性であった。行為者と被害者との間に婚姻婚や交際事実がある群（交際あり

群，約６割）と，そうでない群（交際なし群，約４割）の違いに着目して分

析を行った。 

相談記録は，ストーカー事案の被害者・行為者と警察が接触をもつたびに

作成され，事案について聴取した内容や，被害者や行為者に対する措置内容

が時系列に沿ってテキスト形式で記入される。ところが，テキスト形式のま

までは客観的な分析は不可能なため，計量テキスト分析という手法を適用し

た。 

具体的には，評定者が相談記録を読んで，記録の中に記された，出会いと

別れ，ストーキング，被害者の対処，警察措置等の約 80 項目のイベント(出

来事)を抽出し，日付や時刻，行為者（主体）と対象者（客体）の情報ととも

に表形式で記録（コーディング）した。このうち，ストーキングについては，

ストーカー規制法における８類型及び海外での先行研究を参考に 26 項目と

なっている。 

次に，このイベントを，①出会い，②トラブル発生からメール，手紙，電

話など危険性を伴わない接触，③つきまとい・待ち伏せ・押しかけや脅迫な

ど身辺への危機，④警察への相談・通報，⑤相手方への指導警告，⑥検挙，

⑦釈放の７ステージに分類した。このステージ分類は，被害者の被害可能性
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によって分類している。すなわち，被害者・行為者間に問題はない時期（ス

テージ１）から，別れ話や好意の拒否などトラブル発生によってストーキン

グが発生する（ステージ２・３）。被害者が警察に対して相談・通報し（ステ

ージ４），警察が行為者に指導警告する（ステージ５）と被害者の被害可能性

が減少すると仮定した。また，行為者が検挙され身柄を拘束されている間は

行為者は被害者に対して接触することは不可能になる（ステージ６）。そして，

行為者が釈放されると被害者の再被害の可能性が生じる（ステージ７）。 

 

図 5：ストーカー事案のステージ分類とストーキングの発展型 

 

 

 主要な知見は以下の通りである。 

 

１ ストーキングの発現率10 

警察に対する初回相談時点における各種ストーキングの発現率に，交際事

実の有無による差異が見られた（図 6）。すなわち，交際あり群は，交際な

し群よりも，「メールや電話による接触」，「粗野な言動」，「脅迫内容の言動・

メール」の発現率が統計的に有意に高かった。このことからは，ストーカー

事案の中でも，親密な関係の破綻，いわば別れ話に起因するストーキングは，
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片思いに起因するストーキングに比べて，より重篤であることが示唆される。

また，交際あり群の 11.6%では相談時点の身体的暴力の被害が見出された。

このことは，ストーカー事案の一部はＤＶ，デート暴力と重複しているとい

える。 

 

図 6：交際有無別のストーキングの発現率（島田・伊原,2014a） 

 

 

２ ストーキングの類型11 

 一口にストーカー事案といっても，そこで発現するストーキングの行為が

事案によって多種多様であることが，ストーカー事案に対する統一的な理解

を困難にさせていると思われる。そして，行為者の性別や両者の関係によっ

て，発現する行為が異なってくると考えられる。 

このため，コレスポンデンス分析という多変量解析手法を用いて，ストー

キングの各行為を類型化するとともに，行為者との属性との関連を検討した。

コレスポンデンス分析では，ストーキング間の関連（一つの事案の中で同時

に発生している場合に関連性が強いとみなす）や，各ストーキングと行為者
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属性との関連が，  

図 7 に示すような散布図で示される。図上で近い点ほど関連が深いと解釈

できる。 

 

図 7：多重コレスポンデンス分析で得られたストーキング 

及び行為者属性の布置（島田・伊原,2014b） 

 

 

分析結果から，ストーカー事案を下記の４類型に分類した。①元交際相手

である行為者が，面会や復縁を求めて連続電話や大量のメールを送付する類

型。相手をつなぎとめるための自殺企図の表明や，脅迫的文言のメールの送

付や住宅侵入も行う。②比較的若年の行為者が被害者に対して身体的暴力を

振るう，あるいは凶器を見せる類型。若年だが犯歴を有し，相手と婚姻関係

にある。また，リストカット等の自傷行為も見られる。③５０歳以上の行為

者が，相手との交際を求めてつきまとう類型。行為者と被害者との関係は友

人知人にとどまる。④行為者が被害者に対して手紙や文書を送る，プレゼン

トを贈るといった電話やメール以外の手段によってストーキングを行う類型。
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交際時に貢いだ金銭等を要求する場合もある。年齢とは関係しない。 

 この分析結果は，一見多種多様でみえるストーカー事案が，いくつかの類

型に分類して理解可能なことを示唆している。特に，被害者に対する身体暴

力，凶器を見せる・使用する，行為者本人の自傷といった行動がひとつの類

型で析出され，かつ，大量のメール送信や連続電話，自殺企図の表明を行う

類型とは区分されている点は，事案の危険性判断の上で，含意をもたらすと

いえる。 

 

３ ストーキングの発展型 

 ストーカー事案に対する対応で注目されるのは，ストーキングがどのよう

に発展し，警察や他者からの働きかけによりストーキングが休止するかどう

かである。このため，トラブル発生から警察への初回相談に至る間（ステー

ジ２・３）における，ストーキングの変化によって事案を３型に分類した。

すなわち，図 5 に示すように，この間に「メール，手紙，電話など被害者に

対する危険性を伴わない接触（ステージ２）」のみが出現したものを「慢性型」，

トラブル発生直後に「つきまとい・待ち伏せ・押しかけや脅迫など身辺への

危機（ステージ３）」が出現したものを急迫型，ステージ２からステージ３に

発展したものを「エスカレート型」とした。 

その結果，交際なし群では慢性型になりやすいのに対し，交際あり群は急

迫型になりやすいことが明らかになった。交際なし群では，相手に対するメ

ールや電話での接触が慢性的に続くこと，交際あり群では別れ話がきっかけ

で，相手が拒否しているのに自宅に押しかけるといった行動が警察への相

談・通報に至るといえる。 

また，初回相談に至るまでのストーキングの発展型が，その後の警察から

行為者に対する指導警告の成否にも関連していることが示唆された。すなわ

ち， 

図 8 に示すように，急迫型行為者のうち交際あり群（30 名）の３割は，

指導警告を受けた後に，つきまとい・待ち伏せ・押しかけを行っており，こ

の率は，ストーキング発展型と交際有無から構成される６群の中で最も高か

った。このことは，かつて親密な関係にあった場合には，たとえ関係が拒否
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されたとしても相手に対する行動が抑制しづらく，特に行動の自己規制（セ

ルフコントロール）の乏しさと関連するものと解釈できる。 

 

図 8 指導警告後のつきまといの出現率（島田・伊原,2014a） 

 

 

５ ストーカー事案に対処するために 

 

 2015 年 3 月に政府のストーカー総合対策関係省庁会議によって，ストー

カー総合対策がとりまとめられた。そこでは，①警察やその他の関係機関で

のストーカー事案に対応する体制の整備，②被害者等の一時避難等の支援，

③被害者情報の保護，④被害者等に対する情報提供等，⑤ストーカー予防の

ための教育等，⑥加害者に関する取組の推進の６点が掲げられている。 

ここでは，前節までの統計データと相談記録の分析結果に，犯罪学におけ

る犯罪予防理論を適用し，ストーカー事案に対処するための考え方について

考察したい。 

 

１ 一次予防，二次予防，三次予防に位置づける 

 ストーカー事案に限らず，国民や社会の耳目をあつめ社会問題化した犯罪

に対しては，公共部門はできる対策は全て行う，というスタンスになりがち

である。しかし，犯罪対策に割ける社会の資源には限界があるため，複数の
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対策を，その対象や目的を比較考量して組み合わせて実施する必要がある。 

犯罪の一次～三次予防とは，犯罪予防対策を，公衆衛生での分類にならっ

て，対策の対象の広さと，対策の深さとで分類したものである12。一次予防

では，啓発広報キャンペーンや場所の改善，雇用や福祉の充実など，広範囲

の人口を対象に比較的浅い対策を行う。二次予防は，犯罪発生場所への集中

パトロールや非行少年への早期対応，非面識者から声かけ・つきまとい等の

前兆事案への対応などリスクの高い人口や状況に対して早期に対応する。対

象となる人口は一次予防よりは少ない代わりに，対象を絞り込むことでより

深い対策を行うことができる。三次予防は，ネガティブな結果が発現した後

の再適応の促進であり，被害者支援や再被害防止，加害者に対する再犯防止

のための処遇や保護観察などが当てはまる。三次予防の対象者数は，３つの

予防対策の中で最も少ないが，最も深い対策を実施することができる。 

 ストーカー事案の対策を一次～三次予防を適用すると以下のようになるで

あろう。 

 一次予防では，ストーカー事案の問題に対する国民の理解増進や予防教育

が挙げられる。ともすれば，ストーカー事案は国民にとって対岸の火事にな

りがちであるが，親密な関係の破綻や，一方的な恋慕の情は誰にでも起こり

うる事態である13。また，ストーキングは若年層で好発することが被害調査

及び警察取り扱いの統計から分かっているため，学校での予防教育は有効で

あろう。ただし，ＤＶやデート暴力については行政の関与のもとに各所で被

害調査が行われているのに対し，ストーキングについてはその実態はほとん

ど明らかになっていない。このため，ストーキングの被害・加害防止教育を

適切に行うためには，親密な関係の破綻や，交際申し込みの拒絶の際に当事

者がどう行動するかを含めて実態を把握し，ストーキング被害のリスク要因

に関する知見を得ることが必要である。この際には，対人関係や恋愛を扱う

社会心理学の視座が有用であろう。 

また，現状では警察が取り扱うストーカー事案には，対人関係での行き違

いに起因する軽微な事案が多いのも現実である。これらに対し画一的に厳密

な法執行をおこなうのは，行為者に対するスティグマや，被害者に対する心

理的負担を含む社会的なコストが大きい。このため，第三者から被害者に対
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するソーシャルサポートの行使や，加害者に対するインフォーマルな統制機

能がストーカー事案の解決に寄与するかどうかを実証的に検討した上で，啓

発や予防教育に取り入れることが必要だと思われる。 

 二次予防では，事案に対する早期介入や被害拡大防止，被害者に対する相

談体制や意思決定支援の充実が挙げられる。４節で示した通り，警察が被害

者から相談を受けた際に，早期に行為者に指導警告を行うとストーキングが

収束する可能性は高い。ただし，事案によって潜在的な危険性は異なるため，

事案の危険性を評価する必要がある。英語圏では，ストーキングの個別研究

のメタ分析によって，過去の親密な関係や暴力犯の前歴が暴力のリスク要因

として見出されている14。また，オーストラリアやアメリカではストーカー

事案のリスク査定のための簡便なチェックリストが作成されている15。しか

し，文化や対人関係のありようが異なる日本では独自の検証が必要である。

４節で示した相談記録の計量テキスト分析はその萌芽的な試みである。 

 なお，ストーカー事案を取り扱う際には，暴力事案の前兆があるかの見方

のみではなく，対人関係の問題を見極め，行為者や被害者の言い分を傾聴し

ながら問題の解決方法を見つけ，時には強く説得するカウンセリングやコン

サルテーションの考え方が必要となってくる。なぜなら，ストーカー事案で

は暴力事件に至る事件の数は少ない一方で，行為者と被害者のそれぞれが，

相手への依存や執着，未練など対人関係の問題を抱えており，それがストー

キングに現れる場合が珍しくないからである。加えて，ストーキングの被害

防止のためには，行為者と被害者とが関係を断つ，被害者が一時避難する，

被害届を提出するといった被害者の主体的な対処行動が必要である。 

 三次予防は，被害者に対しては，再被害の防止措置や，一時避難や長期的

避難のための援助が挙げられる。ＤＶやデート暴力同様にストーキングの被

害から逃れるためには，転居や転職といった経済的負担が被害者にかかるこ

とが多い。このため，ストーカー総合対策に示されているような，婦人保護

施設における住宅や就業の情報提供，公的賃貸住宅への優先入居といった長

期的避難のための支援措置や，民事訴訟や弁護士費用の立替援助といった経

済面からの支援方策は重要であろう。 

 行為者（加害者）に対する三次予防措置は，釈放後の経過観察や，更生保
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護施設との連携などの多機関連携，治療等の介入が挙げられる。これについ

ては次節で考察する。 

 

２ 被害者の安全のために‐日常活動理論‐ 

 環境犯罪学での日常活動理論は，図 9 に示すように，①動機づけられた犯

罪者，②適した被害者（または被害対象），③能力を持った守り手の不在，と

いう条件が同一時空間上に収斂した場合に犯罪機会が生じると考える16。犯

罪機会は，図中の色つき部分の面積に対応して増減する。日常活動理論は，

財産犯には広く適用されているが，身体犯では，非面識者からの子どもの犯

罪被害といった限られた場面にしか適用例は見られなかった。しかし，被害

者の安全を優先すべきストーカー事案の対応でも日常活動理論は有用である

と思われる17。 

 

図 9：日常活動理論の模式図 

 

 

 まず，ストーカー事案では加害者と被害者とを物理的・心理的に引き離す

ことが何よりも重要である。このことは，①動機づけられた犯罪者と②適し

た被害者との重複範囲（図中の色つき部分）を小さくさせる。次に，被害者

を，親類・友人宅やシェルターに避難させることは，②適した被害者を③能

力を持った守り手のもとに引き寄せることで犯罪機会を減らすことを意味す

る。そして，行為者を検挙することは，①動機づけられた犯罪者を物理的に
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隔離することで被害者の絶対的な安全を確保することといえる。ただし，現

状の日本のストーカー対応では，加害者の大半は罰金刑等により短期間で釈

放されるため，釈放後の被害者の安全対策は特に重要になってくる。 

 また，近年，ストーカー対策の一手段として行為者に対する治療等の介入

可能性が唱導されるようになった。治療等の介入は，①動機づけられた犯罪

者から動機を除去するものであり，もし功を奏したなら犯罪機会そのものが

根本から消失するといえよう。しかし，暴力犯罪や性犯罪と異なり，ストー

カーの臨床的な治療方法や治療効果については海外でも実証的な知見がきわ

めて乏しいこと，治療は長期間にわたり本人の治療意図を要するため，特に

治療命令等の強制手段を持たない日本においては，病識を持たない行為者に

治療意図を形成させ，継続的に介入するのはとりわけ困難なことについて留

意が必要である18。 

 

３ 失敗例に学ぶ 

 警察に限らず，公的機関や私企業では，業務での安全管理に失敗して事故

を発生させ，人命損失などのネガティブな結果に至った場合には，それが社

会的に非難され，責任追及やその対応に終始することがしばしばある。 

 これに対し，責任の追及とは別に，失敗例を詳細に調査して，事故を防ぐ

ことができなかったか教訓を探ることも必要であろう。このような考え方は

「失敗学」と呼ばれて，産業や交通場面で普及している。たとえば，航空や

鉄道，海運で重大事故やインシデントが発生すると，刑事責任の追及とは別

に運輸安全委員会が原因究明調査を行い事業者に勧告を行う。また，産業や

交通事業者が自主的に，ヒヤリハット事案を収集して，独自に安全対策を行

う場合も多い。 

 ストーカー事案に対して社会が取るべき対応は，このような産業や交通で

の安全管理の考え方と極めて親和性が高いといえよう。すなわち，警察に対

する相談数が多く，その事案の重篤性もまちまちなため，その全てに対して

厳重な法執行を行うことは，人的資源的にも手続面でも妥当ではない。この

ため，事案ごとにリスク評価を行って事案の危険性評価に応じて対応を行う

必要がある。ただし，リスク評価は必ずしも完璧でなく，法執行や拘禁は謙
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抑的に行う必要があるため，人命損失のような重大事案を防ぐためには，警

察に限らない各機関が連携して複数の防護対策を取る必要がある。そして，

失敗例や，深刻な結果には回避できたものの事案の危険性を見誤った，いわ

ばヒヤリハット事案に学ぶ必要がある。 

 産業安全にはスイスチーズモデルという考え方がある。これは，防護対策

が行われている産業現場では，個別の要因が事故に直結するのではなく，複

数の要因が重なった場合に事故が発生すると考え， 図 10：スイスチーズモ

デルの概念図穴が空いたチーズを重ねた図に見立てたものである。 

 

図 10：スイスチーズモデルの概念図 

 

 

 2012 年 11 月に発生した逗子ストーカー殺人事件は，40 歳の男性加害者が

33 歳の元交際相手を殺害し，その後に自殺するという事件であり，ストーカ

ーに対する警察や社会の対応について議論を巻き起こした。 

 逗子ストーカー事件でも，スイスチーズモデルが適用可能である。すなわ

ち，①当時のストーカー規制法では，つきまとい等が規制されていたものの，

大量メールの送付は規制対象になっていなかった，②脅迫容疑で加害者を逮

捕し，逮捕状の執行時に適正執行のために被害者の新姓や住所の一部を読み

上げたことで，加害者が被害者の情報を得ることになった，③加害者は刑の

執行猶予を受けた際に特別遵守事項がついていたものの，保護観察所と警察

との間での情報共有が不全であった，④住民基本台帳の閲覧制限手続きを行

っていたものの，加害者に雇われた調査会社の男が電話で市から住所を聞き

出した，ことが指摘できる。最初からストーカー事案に対して公的機関が無
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為無策だったのではなく，個別の防護対策は存在したものの，事案がその防

護対策をすり抜けた結果，最悪の結果に至ったといえる。 

 逗子ストーカー事件の後，①ストーカー規制法の改正，②ストーカー事案

における被害者情報の保護の徹底，③警察と保護観察所の間で連携，④市が

情報システムを改修，といった対策が行われた。特に，警察と保護観察所と

の間での連携では，警察から保護観察所への通報がきっかけで保護観察対象

者の執行猶予が取り消されたケースなど１年間で５３名の行為者に対して連

携が機能したという19。特にストーカー事案では重篤なものでも行為者を長

期間にわたって刑に服させることは困難であるため，社会内で継続的にリス

クを管理し，事案の悪化に即応して再度隔離する仕組みは，被害者の安全確

保の上では重要だといえる。 

 

６ おわりに 

 

 シュナイダー（Schneider,2010）は犯罪予防と，伝統的な刑事司法システ

ムの特徴を以下の５点にまとめた20。①タイミングに関しては，伝統的シス

テムでは事件を受けて受動的に反応するのに対し，犯罪予防は能動的に対応

する，②アプローチに関して，伝統的システムは事件に対する介入にとどま

るのに対し，犯罪予防では，予測・評価をもあわせもつ，③対応の方法では，

伝統的システムでは統一的であるのに対し，犯罪予防は問題志向型で幅広い，

④対象に関して，伝統的システムは既遂の加害者にとどまるのに対し，犯罪

予防では潜在的被害者や潜在的加害者もその対象とする，⑤焦点に関して，

伝統的システムはもっぱら犯罪行為を射程に置くのに対して，犯罪予防は加

害者の犯罪性や，犯罪に至らないような秩序違反，そして被害者の犯罪不安

をも射程に置く。 

 刑法犯認知件数，とりわけ財産犯が減少する中で，近年の日本社会ではス

トーキングやＤＶ，デート暴力，児童虐待のような近隣者，面識者の間，ま

たは，親密な関係者間で発生する犯罪に対する対応が求められるようになっ

た。これらの人命にかかわる恐れのある事案への対応は，①警察や行政，福
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祉といった多機関が能動的に動く，②事案の危険性を評価・予測する，③事

案や当事者の問題性に応じて検挙に限らない幅広い対応を行う，④潜在被害

者・加害者に対する予防教育を含む対応を行う，⑤ストーカー規制法やＤＶ

防止法といった法令に定められたよりも広範囲の問題行動に対応する，とい

った点でシュナイダーがとなえた犯罪予防の好例だといえる。 
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